
ごみの減量化・資源化の推進について

平成28年11月 弘前市環境管理課

意見交換会資料



大量生産・大量消費・大量廃棄により環境悪化

１．地球環境と消費活動

資源採取

限りある環境（自然・資源）

生産 流通 消費 廃棄 中間処理 埋立処分

全ての過程でエネルギーや資源が消費され、また、CO２などの環境負荷が発生

１

人口増加や発展途上国の経済発展で今後もごみの発生量は増大
＜世界の廃棄物量＞

2010年 約104.7億トン ⇒ 2050年 約223.1億トン

（資源の枯渇、地球温暖化、大気汚染、水質汚濁など）



２．我が国のごみ問題への対応

環境問題への関心が高まる中でごみ処理に対する考え方も変化

２

・昭和30年頃～48年頃
（高度経済成長期）

・昭和48年頃～60年頃
（安定成長期）

・昭和60年頃～平成2年頃
（バブル景気）

・平成2年頃～12年頃
（３Rへの幕開け）

・平成12年頃～22年頃
（３Rの本格化）

ごみを適正に処理

・焼却する際の熱を利用
・分別してリサイクル

なるべくごみが出ないような
生産・消費システムの構築

ごみ量



３．ごみの減量化・資源化を進める目的

低炭素社会

循環型社会 自然共生社会

CO2削減

３Rの推進
・ごみを減らす
・繰り返し使う

・再生使用

生き物や
自然を守る

持続可能な社会

低炭素社会、循環型社会
自然共生社会を構築

持続可能な社会の実現

ごみの減量化・資源化

このほか、ごみ処理施設や最終
処分場の延命化による建設費用、
恒常的にかかるごみの焼却費など
の処理費用削減が期待できる

３



４．これまでの取り組み

４

▼平成18年2月 新弘前市誕生

▼平成20年4月 １２分別から９分別へ変更
「その他プラスチック」⇒「燃やせるごみ」

「びんの色による３分別」⇒「びん」

市内全域へ廃棄物減量等推進員を配置

▼平成25年3月 使用済小型家電回収開始

▼平成27年4月 衣類（古着）回収開始

▼平成28年4月 事業系一般廃棄物処分手数料改定
リサイクル可能な事業系古紙類の受入制
限開始

▼平成24年4月 古紙類（新聞、雑誌、雑がみ）行政回収開始
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※「環境省／一般廃棄物処理実態調査結果」のデータをもとに作成

５－１．ごみ排出量の現状（家庭系ごみ）

●家庭系ごみ１人１日当たりのごみ排出量
平成26年度実績で、全国平均の約1.15倍 県平均の約1.07倍
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５－２．ごみ排出量の現状（事業系ごみ）

●事業系ごみ１人１日当たりのごみ排出量
平成26年度実績で、全国平均の約1.85倍 県平均の約1.55倍

※「環境省／一般廃棄物処理実態調査結果」のデータをもとに作成
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●人口規模・産業構造類似37都市との1人1日当たりの
ごみ排出量比較（平成26年度実績）

＜家庭系ごみと事業系ごみの合計＞

５－３．ごみ排出量の現状

※「環境省／一般廃棄物処理実態調査結果」のデータをもとに作成
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６．ごみ処理経費の現状

●平成２６年度のごみ処理経費 約３２億円
（平成２６年度一般会計決算額約８１６億円の４％）

●市民１人当たりのごみ処理原価 約１７，９８３円

収集運搬費 649,780千円

中間処理費 2,402,973千円

埋立処分費 167,370千円

3,220,123
千円

（20.2％）

（74.6％）

（5.2％）

＜内訳＞

８



７－１．現状の分析（家庭系ごみ）

●全国及び県内３市の１人１日当たりのごみ排出量比較
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７－２．現状の分析（家庭系ごみ）

●燃やせるごみの組成（平成27年度調査結果）

■燃やせるごみ ■未使用食品 ■資源ごみ（古紙類）

■資源ごみ（布類） ■燃やせないごみ

１０



７－３．現状の分析（事業系ごみ）

●全国及び県内３市の１人１日当たりのごみ排出量比較
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７－４．現状の分析（事業系ごみ）

●燃やせるごみの組成（平成27年度調査結果）

■燃やせるごみ ■未使用食品 ■資源ごみ（古紙類）

■資源ごみ（布類） ■燃やせないごみ

１２



８．課題の整理

家庭系ごみ及び事業系ごみともに多いが、
特に事業系ごみが多く、弘前市が低迷する
大きな要因となっている

全国に比べて燃やせるごみの割合が高く、
未使用の食品やリサイクルできる古紙類が
多く含まれている

家庭系ごみ及び事業系ごみともに大型ごみ
が多い

１３



【基本理念】

オール弘前体制で実現する「循環のまち弘前」

【減量目標】（１人１日当たりのごみ排出量）

家庭系

765g

事業系

515g

家庭系

670g

事業系

280g

H26年度実績
1,280g

H37年度目標
950g

ちなみに・・・
コンビニおにぎり
１個約100ｇ

９．一般廃棄物処理基本計画（平成28年4月策定）

１４



●ごみ減量化・資源化普及啓発
・テレビ広報、広報誌、インターネット、ＦＭラジオの活用
・キャンペーンイベントの開催 ・出前講座の実施
・マスコットキャラクターの活用

＜キャンペーンイベントのようす＞

土手町カルチュアロード
（H28.9.18）

弘前大学総合文化祭
（H28.10.22～23）

１０－１．家庭系ごみ670㌘への挑戦

１５



●広報ひろさきの毎月１日号へ「ごみ減量速報」を掲載

マスコットキャラクターの作成

１６
たか丸くんエコバージョン

１０－２．家庭系ごみ670㌘への挑戦



●生ごみ減量化・資源化の推進
・「食べキリ」「使いキリ」「水キリ」の３キリ運動推進

広報ひろさきへ特集を掲載

キャンペーンイベントでの体験型PR

１７

１０－３．家庭系ごみ670㌘への挑戦



●衣類・使用済小型家電回収の取り組み強化
・回収ボックスの設置場所増設、各種イベントでの回収
・宅配便を活用した使用済小型家電回収を開始

周知用チラシ
宅配便回収協定締結

１８

１０－４．家庭系ごみ670㌘への挑戦
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●ごみ処理施設へのごみ搬入量年度比較（４月～９月）

H26年度 25,761トン
H27年度 24,756トン（H26年度比 －1,005トン）
H28年度 24,261トン（H27年度比 －495トン）

１９

１０－５．家庭系ごみ670㌘への挑戦

■平成26年度 ■平成27年度 ■平成28年度

H28年度1人1日当たり約750グラムの予測



●事業所訪問による排出ルールの指導・確認
・専門職員が事業所訪問
・県が実施する古紙類回収ネットワーク「オフィス町内会」

加入呼び掛け
・「事業系ごみ処理手引き」の配布など取組強化予定

市長による事業所訪問 ２０

１１－１．事業系ごみ280㌘への挑戦

＜訪問実績＞
平成27年度 72事業所
平成28年度 94事業所
（4月～9月末）



●処分手数料の改定
平成28年４月より、ごみ処理経費負担の適正化とごみの

減量化・資源化を推進するため、ごみ処理施設へごみを搬
入した際のごみ処分手数料を改定

２１

１１－２．事業系ごみ280㌘への挑戦

＜改定内容＞
・燃やせるごみと燃やせないごみの一定搬入量まで設け

ていた処分手数料無料枠を廃止
・最も搬入量の多い燃やせるごみの処分手数料を約2倍

に引き上げ
１０Kgごとに５０円 ⇒ １０Kgごとに１００円



●リサイクルできる古紙類の受入制限
平成２８年４月より、ごみ処理施設でのダンボールや新聞、

雑誌などのリサイクル可能な古紙類の受入制限を開始

周知用チラシ
受入制限に伴う検査のようす

２２

１１－３．事業系ごみ280㌘への挑戦
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●ごみ処理施設へのごみ搬入量年度比較（４月～９月）

H26年度 18,239トン
H27年度 16,303トン（H26年度比 －1,936トン）
H28年度 15,181トン（H27年度比 －1,122トン）

２３
■平成26年度 ■平成27年度 ■平成28年度

１１－４．事業系ごみ280㌘への挑戦

H28年度1人1日当たり約440グラムの予測



１２－１．新たな取り組み

●家庭系ごみ、事業系ごみともに減少傾向ではあるものの、
目標値には程遠く、更なる取り組みが必要

新たな取り組みの検討へ

＜主な検討施策＞
・家庭系ごみ有料化
・事業所から出される廃棄食品のリサイクル推進
・市民が利用しやすいごみ集積所のあり方
・不法投棄やごみ出しルール違反者への対策

など
２４

●ごみの減量化・資源化を推進するための環境整備も必要



２５

１２－２．新たな取り組み

●家庭系ごみ有料化

＜家庭系ごみ有料化とは＞
・市町村がごみ処理についての手数料を徴収する行為（手数

料を上乗せした有料ごみ袋の使用など）

＜これまでの検討状況＞
・平成28年４月に弘前市廃棄物減量等推進審議会へ諮問
・半年間の審議を経て、9月26日に答申

⇒経済的動機付けにより、ごみの減量化・資源化が促進さ
れるなどの理由から「家庭系ごみ有料化は有効」

⇒同時に望ましい実施方法についても意見（次頁）

＜今後の検討＞
・答申を踏まえた市民との意見交換の上で市の方針を決定



２６

項目 答申内容（望ましい実施方法）

有料化の
対象

燃やせるごみ、燃やせないごみ、大型ごみ
※容器包装、古紙類、ボランティアごみ、おむつなどは対象外

手数料の
徴収方法

燃やせるごみ
燃やせないごみ

指定ごみ袋方式
※複数サイズの指定袋が必要

大型ごみ
シール式の処理券方式
※改ざん防止加工が必要

手数料の
料金体系

燃やせるごみ
燃やせないごみ

単純従量制

大型ごみ 複数料金制（大きさに応じて異なる料金）

手数料の
水準

燃やせるごみ
燃やせないごみ

１Ｌ当たり０．６７円～１円程度
（一般的な大きさ45Ｌ袋1枚30円～45円程度）

大型ごみ
大きさに応じて２００円～８００円程度
（利便性向上のため、毎戸収集方式の検討必要）

減免措置 原則として減免措置なし

留意事項
・周知期間と機会を十分に設けた周知啓発
・手数料収入の使途の透明性確保し、更なるごみの減量化・資源化に活用
・有料化効果維持ための併行施策実施（不法投棄対策など）

１２－３．新たな取り組み


